
群馬訴訟控訴審「判決日号」 2021年1月21日

行責任者：大川　正治

住　所：前橋市掘下町187番地

電　話：（027）269－8115
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福島第一原発事故　群馬訴訟　控訴審判決に向けて

原子力損害賠償群馬弁護団

1控訴審における原告の構成

91名（37世帯）

○いずれの当事者が控訴しているかによる整理

原告から控訴　70名（註：その余の21名は被告側からの控訴に対する応訴のみ）

国　が控訴　　62名

東電が控訴　　59名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

※　東電が控訴した59名は、国が控訴した62名の中に全て含まれている。国

は、請求が認容された原告を全員控訴したのに対し、東電が3名控訴しなかっ

た。東電が控訴しなかった3名は、一審の認容額が中間指針（東電賠償基準も

含む）に満たない認容額だった原告である。

○事故当時の居住区域による整理

帰還困難区域　　3名

居住制限区域　　2名

避難指示解除準備区域　11名

旧緊急時避難準備区域　　20名

特定避難勧奨地点　1名

避難指示区域外　　54名

※　概ね、避難指示区域内と区域外が半々くらいの構成になっている。

○現時点で福島県内に帰還しているか否かによる整理

福島県内に帰還　30名（ただし、事故当時の自宅以外への帰還も含む）

帰還せず　　61名（ほとんどが群馬県内だが、若干名は他県）

（参考）一審時137名（45世帯）ただし、一審係属中にこの内3名が他界

【内訳】避難指示区域内　76名　／避難指示区域外　61名

2　請求額について

基本・‥各自、慰謝料1，000万円十弁護士費用100万円

ただし、控訴審では印紙代の都合で300万円＋30万円にしている原告もいる。

一審請求額　　合計15億0700万円

一審認容額　合計　　3855万円（請求が一部認容された原告は62名）

控訴申立額　合計　4億1445万円（原告側から控訴した70名が一審認容額に上乗

せを求めている金額の合計額）
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3　本件訴訟の経過

控訴審の各期日に行われた手続の内容にっいては、群馬弁護団ニュース【No・41】を参照

されたい。群馬弁護団ニュースは、群馬弁護団HP（https‥／／gunmagenpatsu－bengodan“jp／）

で閲覧できる。

尚、以下の【】の番号は、その期日の報告をしている弁護団ニュースのナンバー。

平成25年　9月11日　第1次提訴（原告：90名　32世帯）

平成26年　3月10日　第2次提訴（原告：35名10世帯）

9月11日　第3次提訴（原告‥12名　3世帯）

平成28年10月31日　結審（口頭弁論13回、準備的口頭弁論9回、現地検証1日）

平成29年　3月17日　一審判決

3月30日　国・東電が控訴

3月31日　原告らが控訴

一一一一一／一一一一　控訴審　一一一一一一一一一

平成30年　3月　8日　第1回口頭弁論期日【No，29、30】

6月19日　第2回口頭弁論期日

10月　2日　第3回口頭弁論期日（裁判長が足立哲裁判長に交替）【No“32】

12月13日　第4回口頭弁論期日（今村文彦教授の証人尋問）【‖0・33】

平成31年　3月　7日　第5回口頭弁論期日

令和　元年　6月　4日　第6回口頭弁論期日【N0－35】

9月17日　第7回口頭弁論期日（「国の暴論」の準備書面の陳述）【No“36】

11月　5日　第8回口頭弁論期日【No，37】

令和　2年　2月　4日　第9回口頭弁論期日【No“38】

2月　7日　現地進行協議（現地見分）【No，38】

7日　9日　第10回口頭弁論期日（結審）

※　一審は、この規模の集団訴訟では異例のハイペース（概ね1か月に1回）で審理が行

われたが、控訴審は、概ね3か月に1回程度の通例の頻度であった。

※　国の暴論・‥「自主的避難等対象区域からの避難者について、特別の事情を留保す

ることなく、平成24年1月以降について避難継続の相当性を肯定し、損害の発生を認

めることは、自主的避難等対象区域での居住を継続した大多数の住民の存在という事実

に照らして不当である上に、…・低線量被ばくは放射線による健康被害が懸念され

るレベルのものでないにもかかわらず、平成24年1月以降の時期において居住に適さ

ない危険な区域であるというに等しく、自主的避難等対象区域に居住する住民の心情を
））〉、〈m－ノ→ノ一一一一一一一一一一iiii／－iiiiへ′）W、一1－、／一一ノ→ノ＼一一一））一一ii一一＼〈〈へ一一一一一．iiiiiiiii、／＼一一〉一一一子、／、ノ〉））、一一、一iiiii）、～）、／‾－〉－〉一m〉〉ii一m

害し、ひいては我が国の国土に対する不当な評価とを＿ろものであって、容認できない。」
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4　群馬訴訟の特徴“意義／

〈1）初めての司法判断置初めて国の責任を認めた訴訟

群馬訴訟は、全国の福島第一原発事故損害賠償請求の集団訴訟の中で最初に一審判決が

言い渡された訴訟であり、かつ、国の国賠責任を最初に認めた判決である。

一審判決は、最初であったが故にやや荒削りの部分もあったが、控訴審において深まっ

た議論（特に「2002年8月保安院対応」の問題など）を踏まえて、東京高裁が更に踏

み込んだ判断を示すことが期待される。

2002年8月保安院対応

2002年7月31日に地震調査研究推進本部が長期評価を公表したのを受

け、原子力安全・保安院（当時）は東電に対して津波試算を指示したが、東

電は頑なに拒否。保安院は苦し紛れに「地震本部の委員に議論の状況を確認

されたい」旨を指示。東電は、複数の委員の中で佐竹健治氏だけにメールで

照会。佐竹氏の回答は、要約すると、「長期評価は、確率を推定する前提と

して、明治三陸（1896）、慶長（1611）、房総沖（1677）の3つを津波地震

としたが、これには私を含めて反対意見もあった。津波地震が発生する場所

について、長期評価は海溝寄りのどこでも発生するとし、佐竹・谷岡論文

（1996）では一部の区域については発生しない旨の見解をとったが、長期評

価と佐竹・谷岡論文のどちらが正しいかは分からないが、長期評価は過去

400年のデータを考慮し、佐竹・谷岡論文は過去100年分のデータを考慮し

たという違いはある。」旨の回答をしたが、東電は保安院に対し、「佐竹先生

は、異論を唱えたが、どこでも起こると考えることになったとのこと」と回

答の趣旨を東電に都合良く歪めて報告した。保安院は、その報告を受けただ

けで、その後は何もしなかった。

（2〉　生業訴訟仙台高裁判決（昨年9月30日）に続く東京高裁の判断

福島第一原発事故の損害賠償集団訴訟の高裁判決は、これまでに、①昨年3月12日の

仙台高裁判決（福島原発避難者訴訟第一陣）、②3月17日の東京高裁判決（小高に生きる

訴訟）、③9月30日の仙台高裁判決（生業訴訟）の3件がある。このうち、（①と②は東京

電力のみを被告とし、③は国と東京電力の両方を被告としている。

そして、③生業訴訟仙台高裁判決は、2002年8月保安院対応における保安院の姿勢を

「不誠実ともいえる 一審被告東電の報告を唯々諾々と受け入れ・
ヽ／ヽJヽ′一一）へノヽi1、，，iiii、′ヽノ「ヽ一一一一一一一一〉〉）一mノー）一一一ノーノーノー一iiノ）m一m／m－｛一一へへ一一一一一一一～、iiii－‾i一‾i（／－（／m）へ

に期待され

る役割を果たさなかった」と厳しく指弾し、国の国賠法上の賠償責任を認めた（なお、仙

台高裁が「唯々諾々」の4文字で表現したことを、群馬訴訟の原告側は「黙認と放置」の

5文字で表現して国を批判している。）。

詳馬訴訟の原告側の主張も、生業訴訟の原告側の主張と基本的に同一である0仙台高裁

に続いて東京高裁でも同じ判断を勝ち取ることができれば各地の集団訴訟への影響は絶
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大である。更に来月19日の千葉訴訟控訴審判決も続けば揺るぎないものになる。

（3〉　国が最重要証人である今村文彦教授を立ててきた訴訟

全国の集団訴訟で国が申請して採用された証人は、佐竹健治氏（現東京大学地震研究所

所長）、今村文彦氏（現東北大学災害科学国際研究所所長）、名倉繁樹氏（元原子力安全・

保安院安全審査官）、岡本孝司氏（東京大学工学系研究科教授）の4名である。

このうち、国は、津波工学の専門家である今村氏を群馬訴訟控訴審で申請してきた（な

お、地震の専門家である佐竹氏は千葉訴訟（一陣）の一審、名倉氏はかながわ訴訟の一審、

岡本氏は都路町訴訟（郡山支部）で現在進行中）。

津波工学の問題は、本件訴訟の核心に関わる。国は、最初に国賠責任を認定した群馬訴

訟一審判決を、高裁の中でも最も重みのある東京高裁において何としても覆そうという意

図の下、最重要証人である今村氏を群馬訴訟で申請してきたものと思われる。

ところが、国は、今村証人によって「2002年2月に土木学会が策定した津波評価技術

は信頼性が高い」という立証を狙っていたのに、今村証人は、「津波評価技術を策定した

土木学会津波評価部会の第一期では、津波の波源については検討しなかった。」と明確に

証言した。これは、国と東電の主張の最大の拠り所を崩す証言である。

この国のオウンゴールを東京高裁がどのように判決に取り込むかば、今後の全国の集団

訴訟に大きな影響を及ぼすものと思われる。

（4〉　損害について個別立証した集団訴訟の初めての高裁の判断

群馬訴訟は、「原発事故に追われて群馬に避難してきた人たちは、みな立場は同じ。住

んでいた区域によって本質的な違いはない。」という理念の下に原告を募り、一審も控訴

審もそのスタンスを維持して来た。

したがって、損害立証は、帰還困難区域その他の区域ごとの違いは前面に出さず（被告

側の主張に対する対応や裁判所からの求めに応じて一定の配慮はしたが）、個々の世帯ご

とに具体的な被害状況を立証してきた。

これまでの3件の高裁判決は、いずれも避難区域の別に拠った損害立証が行われたケー

スであり、損害の個別立証に対して高裁が判断を示すのは群馬訴訟が初めてである。

（5〉　一審〃控訴審ともに福島県外から現地見分を実施した訴訟であること

群馬訴訟は、一審前橋地裁は平成28年5月9日に現地検証を行い、東京高裁も令和2

年2月7日に進行協議期日としての現地見分を実施し、いずれも裁判官が被災地に足を運

んで現地の様子を実際に見た訴訟である。

これまでに裁判官が現地に足を運んだ訴訟は幾つかあるが（訴訟手続としては「検証」

の場合と「進行協議期日」の場合があるふ一審・控訴審ともに福島県外から現地に赴い

たのは韓馬訴訟だけである。それだけ、群馬訴訟は「現場」を大切にしてきた所存である。

裁判は、一般的には法廷内でのやり取りばかりであるが、群馬訴訟の判決結果は、「裁

判にとっての現場の意義」「裁判官が実際に現場に足を運び、五感で感じることの意味」

4／7



ノ

を投げ掛けるものと思われる。

（6〉　激動の渦中の原子カムラに与えるインパクト

昨年9月30日の生業訴訟控訴審判決は、司法が原子カムラに対して厳しい判断を突き

付けるものであった。それから約1か月後の11月11日、宮城県知事が被災地で初めて女

川原発再稼働について地元同意を表明した。これは原子カムラにとって好ましい展開だっ

たはずであるが、そこから1か月経たない12月4日、大阪地裁が大飯原発設置許可の取

消を認めた。司法から立て続けに厳しい判断を突き付けられた影響があるかは不明だが、

その矢先の12月14日、原子力規制委員会が日本原電に立入調査を実施した。その理由は、

昨年2月に発覚していた敦賀原発2号機の審査資料書き換え問題であった。年末も押し迫

り、コロナ禍で外出自粛の機運が高まる中、なぜこのタイミングなのか、司法判断を契機

として社会から向けられた批判の目を逸らすことを狙ったのではないか、と勘繰りたくな

るところである。他方で、原子カムラでは、関西電力幹部と高浜町元助役（故人）との間

の不可解な金品授受問題という原発マネーを巡る闇も全く解明されないままである。

このような展開の中で昨年9月30日の生業訴訟控訴審判決に続いて言い渡される群

馬訴訟・千葉訴訟（一陣）の3連続控訴審判決は、原子カムラに対して極めて大きなイン

パクトを与えるのは間違いないと思われる。

5　この期に及んでこんな主張をする国に原発の安全規制を任せて本当に大丈夫なのか？

この裁判は、福島第一原発事故の責任を問うものであり、換言すると、「過去における国

と東電の責任」を問うている。したがって、判決に示されるのは、過去における国と東電の

責任である。

しかし、過去の責任とは別に、今まさに進行中の訴訟においても、東電の姿勢が不誠実な

のはもとより、国の訴訟態度は、相手が主権者たる国民であることを理解しているとは思え

ない、極めて不誠実かつ背信的なものである。

その国の背信性を示す1つが前述の「国の暴論」であるが、それ以外にも国の背信性が顕

著に表れている主張があるので以下に3点ほど指摘する。

（1〉「巨大津波が予見できたとしても国には原発事業者を規制する権限がなかった」

全国で集団訴訟が始まった当初、国は、「原発の設計には『基本設計』と『詳細設計』

があり、国の規制権限が及ぶのは『詳細設計』に限られる。そして、津波対策は『基本設

計』に関わるから、国には規制権限がなかった。」という主張を展開していた0　しかし、

当然のことながら、この主張を好意的に受け止める裁判所は皆無であり、裁判所は、国に

対して規制権限があることを前提とした主張・立証を求めた。国は、裁判所の反応が芳し

くないと見るや、「規制権限がなかった」という主張には言及しなくなったが、ただ現

在まで「規制権限があった」と正面からは認めていない。

主権者である国民は、自分達の安全を守ってもらうために国に原発の安全規制を委ねて
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いるのに、国は、規制権限の存否という、安全規制の根幹中の根幹、大大大前提を明確に

しないまま、技巧的な訴訟戦略によって壷長を変遷させているのである。「そのような無

責任体質の国に、原発の安全規制を委ねて大丈夫なのか？」と思わずにはいられない。

（2〉「公表直後の検討により長期評価は信用性が低いと判断した」（2002年8月保安院対応）

2002年8月保安院対応について、生業訴訟仙台高裁判決がその一連の経緯を「不誠実

ともいえる一審被告東電の報告を唯々諾々と受け入れ・‥規制当局に期待される役割を

果たさなかった」と断じたことは先述のとおりである。

この点について、国がどのような主張をしているかというと、「2002年7月31日に長

期評価が公表された後、東京電力に然るべき調査を指示し、その結果を踏まえて検討した

結果、長期評価の信用性は低いと判断した」というのである。しかし、国の主張は、抽象

的に「検討した」「判断した」と述べるのみで具体的な検討状況や判断の決裁手続に関

する主張はない。また、「検討」や「判断」を裏付ける証拠についても、決裁資料や議事

録などの客観的資料が存在しないのはもとより、関係者の証言すら無い。つまり、国が「検

討」や「判断」をした事実など存在しないのである○これは、いわゆる「見解の相違」や

「評価の問題」といった類いの話ではなく、「事実のでっち上げ」である。

主権者から法的責任を問われ、その責任を逃れようとして「事実のでっち上げ」をする

のは、主権者に対する裏切り行為以外の何物でもない。「そのような背信的な国に原発の

安全規制を委ねて、今後、また国民が裏切られることがないと言えるのか？」と思わずに

はいられない。

（3〉「ドライサイトコンセプト」ないし「防潮堤唯一論」

国は、群馬訴訟の控訴審が始まった頃（提訴から4－5年経過、事故からは6－7年経過）

から、全国の集団訴訟において、「本件事故前の津波対策は、ドライサイトコンセプトが

基本戦略だった。ドライサイトコンセプトとは、想定水位よりも高い位置に原発を設置す

るか、又は、それ以外の方法により、敷地内に水が入らないようにするという設計思想で

ある。したがって、もし、想定水位が敷地を超えることになった場合は、防潮堤で守るこ

とになる。それ以外の建屋の水密化や安全設備の高所設置などの方法は、検討の対象外で

ある。」との主張を展開し始めた（一審の時点では、このような主張は全くなかった。）。

しかし、実際には、本件事故前は、我が国でも国際的にも、「原発は想定水位よりも高

い位置に設置する」という基本戦略が採られていた。国際的には、このことを「ドライサ

ィト」と呼いんでいた。「ドライサイト」は、水が及ぶ位霞よりも高い場所に原発を設置

するので水の脅威に対して絶対的な安全性を維持できる。それに対し、国が言い出した

「ドライサイトコンセプト」は、敷地内に水が入るのを防ぐために防潮堤を設置すれば足

りるため、地震と津波のダブルパンチに防潮堤が耐えられるか、僅かな隙間から水が漏れ

てダムが決壊するような事故が起きないのかといったリスクがつきまとい、安全性の程度

には雲泥の差がある。
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実態は、国が主張する「敷地内に水が入らないようにする」という考え方は、本件事故

後に、訴訟対策と再稼働問題の狭間で国が「ドライサイトコンセプト」という言葉を造語

して生み出した新たな考え方である。実際に、インターネットで検索すると、国が主張す

るドライサイトコンセプトは、我が国の原子力規制庁（すなわち、本件事故後に原子力安

全・保安院と原子力安全委貴会が解体されて新設された原子力規制庁）が初めて採用した

考え方という文脈で紹介されている。

https：／／www．jaee．gr．jp／jp／wp－COntent／uploads／2015／04／150415＿ChapO2－miyano・Pdf

この新たな「ドライサイトコンセプト」の考え方が再稼働問題に深く関係しているのは、

女川原発を見ると分かる。女川原発は、敷地高さ約14m（元々14・8mだったのが東日本

大震災で13．8mに地盤沈下）、想定津波水位は23．1m（日）、再稼働のために新設した

防潮堤の高さは29mである（ちなみに、福島第一原発の1－4号機は、敷地高さ10m、2008

年の津波試算結果は15．7mであった）。従来の、そして、世界的な共通認識であるドライ

サイトの考え方からすれば想定津波水位が敷地地盤面より9mも上回っているというの

は、地元同意の問題に入る前に、国による安全規制上、稼働を認めて良いのか大いに疑義

があるレベルと思われる。しかし、国は、福島第一原発事故後に「ドライサイトコンセプ

ト」という概念を造って規制を緩め、敷地地盤面が9mも水没するリスクがある原発でも

稼働できるようにしたのである。

要するに、国は、レトリックを使ってなし崩し的に規制基準を大幅緩和したのであって、

「そのような姑息な手法を使って、国民の安全をないがしろにして原発事業者の再稼働を

支援するような国に、今後の原発の安全規制を委ねて本当に大丈夫なのか？」と思わずに

はいられないのである。

以上
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